
週間国際経済2018（41） №168  12/17～12/25   金俊行（きむじゅねん） 

 

12/17・パリ協定ルール採択 COP24 温暖化対策、すべての国参加 ＜１＞ 

  ・仏財政赤字3％超え 来年、GDP比 EUルールに違反 

 

12/18・米、好調経済に警戒感 利上げ・貿易戦争重荷 来年後半に減速も ＜２＞ 

  ・米中協議期限3月1日 合意なければ関税上げ 

  ・韓国、成長率を下方修正 今年2.6～2.7％ 減速鮮明、政権に批判 

  ・防衛大綱閣議決定 陸海空超え「多次元統合」 防衛費5年で27.4兆円 

 

12/19・米大統領選ロシアのネット介入 政権発足後も拡大 上院で報告書 

  ・習氏「党の指導を堅持」 改革開放40年で講演 企業の統制強化懸念 ＜３＞ 

    米の保護主義も批判 鄧小平路線に幕 

 

12/20・米、今年4回目の利上げ（19日） 来年想定2回に減速 来年で利上げ停止も 

  ・米軍、シリア撤退開始（19日） トランプ氏「イスラム国を撃退」 

  ・米経常赤字23％拡大 7-9月 10年ぶりの大きさ 貿易赤字の拡大が要因 

  ・日銀、金融緩和を維持 景気判断据え置き 

  ・中国、車の外資規制緩和 来月から 会社・工場新設しやすく新エネ車後押し 

  ・EU、イタリア予算承認 制裁見送り、監視継続 伊長期金利が急低下 

 

12/21・米利上げ路線岐路に 市場、停止求める声 ＜４＞ 

    日銀、政策修正難しく 金利差縮めば円高リスク 

  ・マティス米国防長官2月辞任 シリア政策 トランプ氏と対立 NY株続落 

  ・来年度予算101兆円 初の大台超え閣議決定 増税対策2兆円 ＜５＞ 

    歳出改革なお進まず 公共事業が15％増 社会保障費、新たな抑制策なし 

     景気優先、かすむ財政規律 消費増税へ政策総動員 五輪後に失速の懸念  

  ・ゴーン元会長再逮捕 東京地検、特別背任の疑い 運用損の日産付け替え 

 

12/22・NY株 週間6.9％安 2008年10月以来10年ぶりの下げ幅 

  ・中国、減税規模を拡大 19年経済運営 貿易摩擦、景気下支え 

  ・韓国海軍がレーダー照射 海自哨戒機に 政府が抗議 

 

12/23・米政府機関、一部が閉鎖 「国境の壁」予算溝深く 経済停滞リスク一段と 

  ・米、車貿易の改善要求へ 対日交渉、議会に22項目通知 ＜６＞ 

    日本、数量制限を警戒 薬価や為替にも矛先 

 

12/25・日経平均2万円割れ 1年3カ月ぶり 一時1000円超安 米政治リスク嫌気 

    NY株4日続落653ドル安（24日） 業績下振れが影 海外の景気減速波及 

 



 


